
【合法木材普及推進事業と研修の進め方について】 

 

                               １９全木連発第６１ 号 
                                                      平成１９年６月１５日 
 

          合法木材等供給体制に関する研修の実施要領 
 

  １ 趣 旨 
   「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」（以下ガイ 

  ドラインという。）による「森林・林業・木材業界関係団体（以下「認定団体」とい 

  う。）の認定を得て事業者（以下「認定事業者」という。）が行う証明方法」（以下 

  「業界認定団体」という。）等に基づく合法木材等の供給について、調達側からの要 

  請に応えてその信頼性を確保するため、合法性等の証明された木材の普及推進事業の 

  一環として社団法人全国木材組合連合会（以下「全木連」という。）は、認定団体お 

  よび認定事業者の責任者などを対象とした研修を実施することとする。この実施要領 

  は同研修を円滑に実施するため、違法伐採対策・合法木材普及推進委員会の審議を経 

  て定めるものである。 

 

 ２ 研修の種類 

    研修の種類は、①合法木材供給事業者認定団体研修（以下「認定団体研修」という。） 

 ②合法木材供給事業者研修（以下（認定事業者研修」という。）とする。 

 

 ３ 合法木材供給事業者認定団体研修（認定団体研修） 

  （１）主催 

     全木連が違法伐採対策・合法木材普及推進委員会の監修の下に実施する。 

  （２）対象者 

     認定団体における認定事業者の審査及び運営の責任者、および趣旨に照らして 

    主催者が認める者 

  （３）実施時期および場所 

     年１ないし２回開催することとし、日時及び場所を全木連が管理する合法性・ 

    持続可能性の証明された木材・木材製品の普及促進に関するホームページ（以下 

    「合法木材ナビ」という。）上に公表する。 

  （４）研修内容 

     違法伐採問題と業界団体認定事業の重要性を認識し、認定団体による合法木材 

    供給事業者の認定及び運営を的確に行い、認定事業者研修の講師を務めるために 

    必要な知識を付与するものとし、①違法伐採問題取組の意義、②合法木材供給の 

    取組の現状と課題、③業界団体認定事業の運営上の課題、④認定事業者研修の実 

    施方法などを含むものとする。 

 



 

  （５）経費の負担 

     当面の間、認定団体１名に限り（全木連旅費規程に基づき）旅費を主催者が負 

    担する。 

  （６）受講結果の公表 

     責任者が研修を受講した団体の受講者を「合法木材ナビ」上に公表する。 

  （７）受講証明書 

     全課程の受講者に「合法木材供給事業者認定団体研修受講証明書」を発給する。 

 

 ４ 合法木材供給事業者研修（認定事業者研修） 

  （１）主催 

     各認定団体（地方の場合都道府県ごとに団体が共催して実施することが望まし 

    い）および、全木連の共催 

  （２）対象者 

     認定事業体の分別管理者・文書管理責任者及び主催者の認める者とする。 

    ただし、分別管理者及び文書管理責任者は３年間に１回受講するものとする。 

  （３）時期及び場所 

     基本的に毎年、認定団体研修終了後順次実施することとし、全ての事業体責任 

    者が出席しやすい場所を設定する。 

  （４）研修内容 

     違法伐採問題と認定事業体の役割の重要性を認識し、認定事業体における分別 

    管理・文書管理を的確に行うために必要な知識を付与するものとし、①違法伐採 

    問題取組の意義、②合法木材供給事業の概要と取組状況、③ガイドラインの概要 

    と分別管理・文書管理責任者の役割、④合法木材等証明の留意点と製品の普及な 

    どを含むものとする。 

  （５）経費の負担 

     当面の間、開催にかかる経費のうち一部は全木連が負担する。全木連の負担経 

    費の範囲及び申請方法については別途定める。 

  （６）受講結果の公表 

     責任者が研修を受講した認定事業体の受講者を「合法木材ナビ」上に公表する。 

  （７）受講証明書 

     全課程の受講者に「合法木材供給事業者研修受講証明書」を発給する。  

 

 

          平成２１年９月１５日  一部改正（４（２）ただし書きを追加） 
                                                                        
 

 



研修事業の実績１（認定団体研修）
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研修事業の実績２（合法木材供給事業者研修）
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過去３年間に全く研修を行っていない県・・・７県、過去３年間に１回開催した県・・・１３県



地方における普及事業の実績（平成１９～２２年度）

区分 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度（予定）

地方自治体窓口担当者に説明

２９県 １８県 ８県 ７県

４００ヵ所 ５３０ヵ所 ２００ヶ所

国、県、市町村、関係団体等へ

 
ポスターの掲示要請

３０県 １１県、３中央団体 ８県、１中央団体 １６県

４，５００ヵ所 ２，１００ヵ所 １，８００ヵ所

建築関係者向けセミナーの実

 
施

８県、１中央団体 ８県、１中央団体 ５県

５００人 ５００人

各種イベントに参加

１５県 ２２県 １７県

２２イベント ２５イベント

５４万人 ２５万人

その他
合法木材で家を新築

 
した家族をイベントに

 
特別招待

同左

実施団体数

３２県 ２８県 ２１県 ２４県

３２団体 ４中央団体 ２中央団体 ２中央団体

ホームセンター等を活用した合

 
法木材フェア

１県 ６県（継続中）

※県には都道府も含む
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